
 

資料４ 
 

○高槻市社会教育委員条例 

昭和４８年３月３１日 

条例第１５号 

改正 平成２６年３月２７日条例第４１号 

（設置） 

第１条 社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第１５条の規定に基づき、本市に社会教

育委員（以下「委員」という。）を置く。 

（定数等） 

第２条 委員の定数は、１０人以内とする。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会（以下「委員会」という。）が委嘱する。 

(1) 学校教育及び社会教育の関係者 

(2) 家庭教育の向上に資する活動を行う者 

(3) 学識経験のある者 

（平２６条例４１・一部改正） 

（任期） 

第３条 委員の任期は、２年とし、再任されることを妨げない。ただし、委員が欠けた場合

における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（平２６条例４１・一部改正） 

（委任） 

第４条 この条例に定めるもののほか、委員に関し必要な事項は、委員会が定める。 

（平２６条例４１・全改） 

附 則 

この条例は、昭和４８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２７日条例第４１号） 

この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

 



 



 

○高槻市社会教育委員会議規則 

昭和４８年３月３１日 

教委規則第２号 

注 平成２年４月１１日高教委規則第１４号から条文注記入る。 

改正 昭和５２年５月２０日高教委規則第１１号 

平成２年４月１１日高教委規則第１４号 

平成２０年３月１９日高教委規則第２号 

平成２４年３月３０日高教委規則第６号 

令和元年８月９日高教委規則第６号 

（目的） 

第１条 この規則は、高槻市社会教育委員条例（昭和４８年条例第１５号）第４条の規定に

基づき、高槻市社会教育委員（以下「委員」という。）の会議について必要な事項を定め

ることを目的とする。 

（議長及び副議長） 

第２条 委員の会議（以下「会議」という。）に委員の互選により議長及び副議長各１名を

おく。 

２ 議長は会議を主催し、会議を代表する。 

３ 副議長は、議長を助け、議長に事故あるときはその職務を行う。 

４ 議長及び副議長ともに事故あるときは、年長の委員が臨時に議長の職務を行なう。 

５ 議長及び副議長の任期は、１年とし、再選を妨げない。 

（招集） 

第３条 会議は、年６回以内議長が招集する。ただし、議長が必要と認めるときは、この限

りでない。 

（平２高教委規則１４・全改） 

（専門委員会） 

第４条 会議に必要に応じて専門委員会を置くことができる。 

２ 専門委員会は、議長が指名する委員をもつて構成する。 

３ 専門委員会に委員長を置き、専門委員会に属する委員の互選によりこれを定める。 

４ 専門委員会の会議は、委員長が招集する。 

（平２高教委規則１４・追加） 

 



 

（議事） 

第５条 会議は在任委員の半数以上の委員が出席しなければ議事を開き議決することがで

きない。 

２ 会議の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長がこれを決す

る。 

（平２高教委規則１４・旧第４条繰下） 

（庶務） 

第６条 会議の庶務は、地域教育青少年課において処理する。 

（平２高教委規則１４・旧第５条繰下、平２０高教委規則２・平２４高教委規則６・

令元高教委規則６・一部改正） 

附 則 

この規則は、昭和４８年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５２年５月２０日高教委規則第１１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２年４月１１日高教委規則第１４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２０年３月１９日高教委規則第２号） 

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月３０日高教委規則第６号）抄 

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年８月９日高教委規則第６号）抄 

１ この規則は、令和元年８月１３日から施行する。 

 



高槻市社会教育委員会議の公開に関する要綱 
 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、高槻市審議会等の会議の公開に関する指針（以下「指針」という。）

に基づき、高槻市社会教育委員会議（以下「会議」という。）の公開に関し、必要

な事項を定めるものとする。 
 
（会議の公開） 
第２条 会議は、原則として公開するものとする。ただし、指針の第５項に規定する事

項について審議するときは、会議の全部または一部を公開しないことがある。 
 
（公開の方法等） 
第３条 会議の公開は、会議の長（以下「議長」という。)が傍聴を希望する者に許可す

ることにより行う。 
２ 議長は、会議を公正かつ円滑に運営するため、会場の秩序の維持に努めるものとする。 
 
（会議を傍聴できる者） 
第４条 公開とした会議は、傍聴要領に定めるところにより傍聴を許可しない者を除き、

何人も傍聴することができる。 
 
（傍聴の定員） 
第５条 傍聴の定員は、１０人とする。ただし、会場の都合によりこれを増減すること

ができる。 
 
（傍聴要領） 
第６条 傍聴の手続その他傍聴に関し必要な事項は、傍聴要領で定める。 
 
（会議の開催の公表） 
第７条 会議の開催は、事前に公表する。ただし、緊急に会議を開催する必要が生じた

場合において、事前に公表する暇がないと認めるときは、この限りでない。 
２ 前項の公表は、広報紙、ホームページへの掲載又は庁舎内の掲示その他適当な方法に

より行うものとする。（様式第１号） 
３ 第１項の公表は、主に次に掲げる事項とする。 

(1) 会議の名称 
(2) 会議の開催日時及び場所 
(3) 傍聴に関する事項 
(4) 問合せ先 
(5) その他必要な事項 
 



（資料の閲覧等） 
第８条 会議の資料については、原則として閲覧に供するものとする。 
２ 会議の資料は、会議の終了後、速やかに法務ガバナンス室に送付し、閲覧等に供する

ものとする。 
 
（会議録の作成等） 
第９条 会議録は、速やかに作成する。 
２ 公開した会議の会議録は、法務ガバナンス室等で閲覧等に供するものとする。（様式第

２号） 
３ 審議の概要や答申等は、ホームページを活用し、公表に努めるものとする。（様式第３

号） 
 
（事務局） 
第１０条 会議の公開に関する事務局は、教育委員会事務局地域教育青少年課において行

うものとする。 
 
（その他） 
第１１条 この要綱に定めるもののほか、会議の公開に関し必要な事項は、議長が定める。 
 
 附 則 
この要綱は、平成１３年６月１３日から実施する。 
 
附 則 

この要綱は、平成２４年７月１３日から実施する。 
 
附 則 

この要綱は、令和元年８月１３日から実施する。 
 
 



１　会議の名称

２　会議の議題

３　会議の開催日時　令和　　年　　月　　日（　）　　　　　　　から

　　及び場所

４　傍聴者の定員

５　傍聴手続き

６　問合せ先 事務局（担当課）　　　　　　　　　　　電話番号

７　その他

（様式第1号）

　　　審議会等の会議開催のお知らせ

　



（様式第２号）

会　 　議 　　録

　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

審 議 等 の 内 容 別紙のとおり

事 務 局 （担 当 課） 傍聴者数

　

会  議  の  議  題

配   付   資   料

令和　　年　　月　　日（　）　　時　　分 ～　　時　　分

出  席  委  員

　

非公開の理由（非公
開（会議の一部非公
開を含む。）の場合）

会  議  の  名  称

会 議 の 開 催 日 時

会 議 の 開 催 場 所 公開の可否 可・不可・一部不可



（様式第３号）

　
　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日現在

１　会 議 の 名 称 　

２　会議の開催状況

３　議　　　題

４　主な審議内容

５　資　料　名

６　担　当　課

　審　議　会　等　の　審　議　概　要


